日Ｆ会議第31回むし歯予防全国大会の報告を読んで
推進派のあせりとごまかし

昨年（2007年）12月、日Ｆ会議（日本むし歯予防フッ素推進会議）は、沖縄県那覇市で第31回むし歯予防全国大会を開催しました。大会実行委員長の加藤進作理事（沖縄県歯地域歯科保健担当理事）が、業界紙『デンタルタイムス２１』600号（H19.12.15）に大会報告を掲載しました。この報告は、推進派の現状をよく伝えています。
■フッ素応用に反対する科学的根拠を認める？

日Ｆ会議はあせりと苛立ちを覚えているようです。2010年までにフッ素洗口100万人・水道水フッ素化を複数の自治体で実現させる目標が視野に入らないことへの苛立ちでしょうか。
基調講演を行った磯崎篤則教授（岐阜の朝日大）は、集団フッ素洗口の普及には次の六点が重要と主張しました。①正しい最新のフッ化物の知識を普及するための教育　②歯科関係者以外の協力者の養成　③反対者と科学的根拠のある討論を行うこと　④マスコミの上手な利用によりフッ化物洗口の成果を公表すること　⑤歯科医師会が集団フッ素洗口をバックアップする姿勢の堅持　⑥あきらめない、信念を持つこと。
推進派はこれまで、フッ素応用に反対する科学的根拠の存在自体を否定してきました。③は、フッ素のリスク研究の進展と、アメリカでの後退と軌道修正を無視できなくなっている証左です。④は、非洗口都道府県のむし歯減少に比べて見劣りする事実にあせりを示しています。推進派のますます巧妙なマスコミ利用が登場するでしょう。⑥は、精神主義の強調で危険な道を作りだします。
日Ｆ会議という集団は、科学的・医学的事実と謙虚に向き合うのではなく、フッ素の効用を信じて疑わない信奉集団に転落しています。
「洗口一万人以上」と「洗口実施率」を差し替えるカラクリ
　講演で磯崎教授は下記のグラフを示しました。都道府県別の12歳児の一人平均むし歯数で新潟県が最小、沖縄県が最大であると指摘。新潟県の子どもの永久歯のむし歯が少ない理由として、集団フッ素洗口の実施率の高さをあげたのです。しかし、グラフに集団フッ素洗口の実施率は示さず、かわりに一万人以上フッ素洗口を実施している都道府県を横縞模様で棒グラフに示したのです。このグラフを見れば、「実施率の高さ」とむし歯数の多少が関係しているように誘導されます。

推進派のグラフのごまかし：洗口実施率とむし歯数は関係なし
むし歯の本数とフッ素洗口実施率を合わせたグラフを作ってみました。（下の上のグラフ）
それを洗口実施率の高いほうから並べたグラフ（下の下のグラフ）を見てください。
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左からフッ素洗口実施率の高い都道府県順に並べた（黒棒）。推進派の言うとおりなら、白棒（むし
歯）は右にいくに従って高くならなければならないが、そうはなっていない

磯崎教授の「むし歯の少なさ＝洗口実施率の高さ」であるならば、洗口実施率の低下にしたがってむし歯の本数は傾向的に右肩上がりに増加しなければならないはずです。

しかし、実際は、洗口実施率の大小とむし歯の本数の多少には何の傾向も見出せず、証明できる科学的（統計的）根拠も存在しません。富山と愛知の８区間は、傾向的に「洗口実施率の（少なさ）低下＝虫歯の少なさ」さえ示しています。

東京都は洗口人数235人でもむし歯数が1.3本です（小児総数1,078,989人で0.02％の実施率）。磯崎教授はこの事実を説明できません。洗口実施率が高い佐賀（34.8％、2.0本、30位）、富山（22.5％、1.8本、24位）などのむし歯本数が多い事実を説明できません。洗口実施率が低くむし歯数が少ない広島（0.6％、1.1本、2位、）、東京（0.0％、1.3本、5位）、神奈川（0.1％、1.4本、11位）などの科学的根拠も説明できないのです。だから磯崎教授は「実施率」のかわりに「一万人以上実施府県」を横縞模様で棒グラフ上に示し、目の錯覚を利用するトリックを使ったのでないでしょうか。
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